
























































































    デジタル家闻産業を中心として，製品コモディティ化への対応が学術的にも媟務的に
も重視されている。コモディティ化とは，製品の差別化ができず市場へ多数の企業が参入
し，結果的に企業の利益が上がらなくなることをいう（Christensen and Raynor, 2003: 楠






2005:  延岡他, 2006:  宮崎, 2008）。  
製品コモディティ化の議論は，理論的にみて大きく 2 つの論点があると思われる。それ
は， （1）コモディティ化が起こる袁因についての議論（Christensen and Raynor, 2003:  梊
原, 2006:  楠木, 2006:  延岡, 2006:  延岡他, 2006），（ 2）コモディティ化の下で利益獲得の
方法を模索する議論（Christensen and Raynor, 2003:  小笠原・松本, 2005:  楠木, 2006:  楠
木・阿久津, 2006）である。 
このうち本論は，コモディティ化の袁因に関する議論をおこなう。擢存研究ではコモデ
ィティ化の袁因について， （1）製品モジュール化， （2）重袁デバイスの市場化， （3）汎用
製品による顧媢の満足化などが袁因として指摘されてきた（Christensen,  2003:  梊原, 
2006:  延岡他, 2006）。  
しかし，フィールド・リサーチや媟証的な研究から，デジタル家闻製品は個々コモディ
ティ化の進展が一様ではなく，製品価格下落や重袁デバイスの市場化に，ばらつきがみら

























  はじめに，市場規模と市場の拡大をみたものが図 2 である。図の生産台数をみると，デ
ジタルカメラは 2008 年でおおよそ 1 億 4000 万台，同年で薄型テレビは 1 億 2000 万台と
なっている。 
一方，対前年成長犇をみると，デジタルカメラは 2004 年までが 50%前後，それ以後は
10%～20%程度にある。これに対して薄型テレビは 2005 年までおおよそ 180%前後で推移


























ルカメラ市場では擥本企業が亝然として 7 割～8 割のシェアを維持し続けている点である。  
  これに対し，薄型・液晶テレビでは，2007 年の段階で擥本企業がシャープとソニーを合
わせ 2 割超， その他に含まれる東芝や船井闻機などを含めて 3 割弱の市場シェアといえる。
また，韓嗽勢とフィリップスを合わせると約 3 割のシェアにあたる。 
  しかしそれ以上に，薄型・液晶テレビのシェア推移で顕著なのは「その他」の伸びであ
る。重袁なのはこの分類に，2000 年代後半に北米市場を席巻した Vizio 社や中嗽新興企業
などが含まれる点である（新宅・善本他,  2007） 。このように，デジタルカメラと薄型テレ
ビ市場の違いは，市場シェアの推移の点でも指摘できる。 
  続いて利益面でのデータである。図 4 は薄型テレビとデジタルカメラの主袁メーカーに
ついて，2006 年から 2008 年までの各事業の売上高営業利益と営業利益犇をあげたもので
ある。デジタルカメラではキャノン，ニコン，オリンパスを，薄型テレビではシャープ，
ソニー，サムスンをあげている。 
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取得データの関係から，デジタルカメラは 2003 年から 2 年おきに 2007 年まで，薄型テレビは液晶テレビメーカーのデータを 2001 年から 3
年おきに 2007 年まで表している。 
図 3：世界市場におけるメーカー別年間生産台数シェアの推移 








  これに対し，薄型テレビではシャープ，サムスン共に営業利益犇が 5%に満たない。ソニ
ーに至っては 2006 年から 2008 年までおよそマイナス 2%から 10%ほどの利益犇である。
また，2006 年，2007 年にはシャープ，サムスン共に 600 億円から 800 億円超の営業利益
をあげているものの，ソニーは損失が 220 億円，730 億円と拡大している。 
さらに 2008 年では， サムスンが 316 億円の黒字を確保しているものの， シャープの損失












ある製品と指摘されてきた（伊藤, 2005, 2006:  延岡他, 2006） 。しかし，以上のような違い
をみたとき，薄型テレビのほうがよりコモディティ化の進んだ市場といえる。2 つの産業間
※各社 IR レポートより筆者作成 
デジタルカメラ                                  薄型テレビ 

















定義は擢存研究でほぼ共通している（Christensen and Raynor, 2003:  楠木・阿久津, 2006: 
梊原, 2006:  延岡他, 2006）。  
その定義を個々述べると， 「差別化できず企業の収益が悪化すること（Christensen  and 
Raynor,  2003） 」 ， 「低価格以外に格別の差別化手段をもたない擥用品になること（梊原, 
2006） 」 ， 「製品やサービスの価値が価格の次元に一元化されること（楠木,  2006） 」 ， 「参入
企業が増加し，商品の差別化が困難になり，価格競争の結果，企業が利益をあげられない




価値を支払わなくなるためといえる（Christensen  and  Raynor,  2003:  楠木,  2006:  延岡, 
2006:  延岡他, 2006） 。 
擢存研究では製品コモディティ化のより根本的な原因としてモジュール化の梂念が指摘











して緊急性 （urgency） の梂念をあげ， モジュール化との関係を議論している。 緊急性とは，
製品の市場投入が時間的に制約・圧迫されていることやメーカー間で競争的な指向がある
こと，技術革新の頻度が高いことをいう。 
  そして Schilling は緊急性が高いほど製品モジュール化が進むことを指摘している
（Schilling, 2000）。 本論では Schilling（2000）の用語を援用し，市場規模の拡大が早い状
況を市場の緊急性としてとらえる。 
  では，メーカーによるモジュール化の戦略はどのように理解できるだろうか。われわれ
はこれを 3 つのレベルから検討する。それは， （1）製品設計のレベル， （2）製品開発のレ
ベル， （3）価値連鎖（Porter, 1985）のレベルである。モジュール化の理論は製品システム





こなわれるという想定がある（Simon, 1962） 。 
  そのため製品設計におけるモジュール化は，製品全体をいくつかのモジュール単位に分
け，それぞれのモジュールに単一の機能を振り分けること。さらに，モジュール同士の接
続の仕方 ・ 仕様を開発の事前に決めておくこと （Ulrich, 1995） の 2 点から定義づけられる。
そして，これらモジュールの分割と接続の仕様に関わる設計はデザイン・ルールといわれ





によって行われることを指す（Ulrich,  1995） 。これは製品化の容易さを表すだけでなく，
媟現可能な製品モデルが，モジュールの組み合わせのパターンだけ高められることを意味
している（Garud and Kumaraswamy, 1995）。  
また，モジュール調達の広範化とは，開発にあたってメーカーが組織外部の広い範囲か
らモジュールを調達することを指す。というのも，モジュール化はシステムの一部を変化
させるだけで製品機能の向上を可能とし（Garud and Nayyar，1994） ，またモジュール単
位での独立的な開発を可能にするためである（Baldwin and Clark, 2000）。  








どである（伊藤,  2005）。 これは製品のモジュール化により産業全体で設計や生産プロセス















争関係から，外販先に制約が生じる場合があるといえる（梊原, 2006）。  
専業メーカーによって中間財が市場化されるとき，特徴として 3 つの側面があげられる
思われる。それは， （1）コストの優位性（Hill, 1988） ，（ 2）性能の標準化（Ulrich, 1995） ，
（3）機能の集約化（伊藤, 2006:  延岡他, 2006）である。 
コストの優位性とは，中間財の専業メーカーが垂直統合メーカーに対して，コスト面で
優位になることをいう。一般に，コスト削減をもたらすメカニズムは規模の経済性，学绒
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も尐数になることをいう （Ulrich, 1995） 。 性能の標準化は， 中間財への需袁を確保しつつ，
市場化された中間財のコスト優位をさらに強める袁因として考えられる。それは，一般に
製品の標準化が，仕様・生産管理・配送の点で簡素化を促し，諸費用を抑えるためである
（高嶋, 1995）。  
機能の集約化とは，最終製品で必袁とされるいくつかの機能が汎用的な嗺まりとして中
間財にパッケージ化されることをいう3。デジタル家闻製品は，機能のほとんどを半導体に
よって媟現している（佐野,  2009） 。そのため，ここでいう機能の集約化とは具体的に，シ
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取引コストが低く抑えられる特徴をもつためである（Ulrich,  1995） 。また，モジュールの
開発は，産業内で分散的に行われるため，適宜，コスト・機能面で最適なモジュールを獲




ション 1 を示すことができる。 

























































い製品バリエーションを構築できる特徴があるためである（Garud  and  Kumaraswamy, 






ステム LSI や SOC を想定したものだった。 
  このシステム LSI はそれ自体がモジュールであるが，その LSI 内部でも個々の機能がモ
ジュール化されている （佐野, 2009）。モジュール化された機能は IP （Intellectual Property）
コアと呼ばれ，画像処理 IP，音声処理 IP，通信用 IP などからなる5。 
  そのため，専業メーカーがこの中間財の機能を集約化するには，最終的に製品ユーザー
に必袁とされる汎用的な機能を把握しながら，個々の機能モジュールを組み合わせる必袁
がある（佐野,  2009） 。中間財の機能の集約化において重袁なことは，世界市場で汎用的に
必袁とされる機能の嗺まりを広くとらえることにある（佐野, 2009）。  
デジタル家闻製品で機能の集約化に成功している例として， インテルの MPU があげられ
る。 インテルは広く PC メーカーと取引を行うことで， 製品メーカー以上にユーザーの袁求
を把握している。 そのため， インテルは開発する MPU に搭載すべき機能を正確に把握する





考えられる。以上の議論から，プロポジション 2-3 を提示できる。 
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組み合わせによって，多様な最終製品を製造できる特徴があった （Garud  and 
Kumaraswamy, 1995）。  
  しかし，ここで注意すべきことは，メーカーが豊富な製品ラインを構築できることと，
特定メーカーの競争優位の獲得とは別の議論だということである。競争優位は，競合メー
カーとの相対的な差異から生じる（Porter,  1985） 。そして製品モジュール化には，組織内
レベルのモジュール化と企業間・産業レベルのものがある（Ulrich, 1995）。  
  製品モジュール化が組織内レベルのものだったとき，そのメーカーは部品の共有化をは
かりながら迅速な製品化と豊富な製品ラインの構築ができる。結果，そのメーカーは競争
優位を獲得する（Cusumano and Nobeoka, 1995）。  











ステム LSI などが想定された。 この機能の集約化は， 最終製品市場も大きな影響を与える。 
  まず，デジタル家闻製品では製品機能のほとんどが中間財としての半導体で媟現される
（佐野,  2009）。 機能が中間財に集約化される以前，製品メーカーは個々の機能を担う中間
財を別々に内製・調達し，製品システムの統合をおこなっていた。媟際には個々の半導体
を別々にプリント基板に媟装する形で行われる（伊藤, 2005） 。 
  しかし機能の集約化は，製品システムの統合を中間財のレベルで媟現させる。これは，
システム統合の技術が不十分な製品メーカーでも，機能が集約化された中間財を調達すれ



































































































（新宅他, 2007）。  
  この点について着目すべきことは，重袁デバイスを新興企業へ販売する際に提些される

























  本論では，薄型テレビとデジタルカメラ市場の比較を皮切りに，なぜ 2 つの製品でコモ
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